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親との離死別と教育機会の不平等

―階層再生産への人口学的影響―

斉 藤 知 洋

Ⅰ．問題の所在：“divergingdestinies”と教育機会の不平等

先進国における出生率の変動過程とその要因を解明することは，人口研究の重大な関心

事の一つである．vandeKaaとR.Lesthaegheは，北欧・西欧諸国が1970年代以降に経

験した人口置換水準を下回るほどの出生率低下を「第二の人口転換（seconddemo-

graphictransition）」と総称した．その議論の中で，彼らは出生率低下と連動して家族

行動にも変化が見られ（晩婚・晩産化，同棲・婚前妊娠・婚外出生子の増加，離婚率の上

昇など），それらが自己実現欲求の高まり（個人主義化）や世俗化によって生じたと主張

した（vandeKaa1987,Lesthaeghe1995）．欧州諸国の歴史的・経験的法則から導出さ

れた第二の人口転換論は，戦後日本の少子化トレンドを説明するうえでも，有力な理論の

一つとされている（RaymoandIwasawa2017）．

これに対して，S.McLanahanは第二の人口転換に関連する家族形成パターンの変容

が，社会経済的階層による差異を伴って生じているとする“divergingdestinies”命題

（以下，DD命題）を提唱した（McLanahan2004）．米国を事例とした分析を通じて，
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第二の人口転換論から派生した“divergingdestinies（DD）”命題によると，社会階層による家

族行動の両極化は機会の不平等の拡大に寄与する可能性がある．親の離死別や再婚などの家族移行

経験は，子どもの教育達成を阻害することが指摘されてきた．しかし，家族の人口学的変化が世代

間の階層再生産を強化させることを唱えるDD命題を検証した研究は日本では見られない．

第5回および第6回「全国家庭動向調査」を用いた分析の結果，①親との離死別を経験した子ど

もは，大学進学率が低い傾向にあるが，②その離別効果は母学歴が高い子どもの間で大きいこと，

③低階層を中心とする離別経験者の増大は世代間の学歴再生産を強める一方で，離別効果の階層差

によってその格差拡大効果が相殺されていることが明らかとなった．以上の知見はDD命題が経

験的に支持されず，社会階層研究が指摘する階層再生産の時代的安定性が本稿でも追認されたこと

を示している．

キーワード：第二の人口転換，divergingdestinies，教育達成，階層再生産



McLanahan（2004）は近年ほど，家族生活の安定性に寄与する妻（母親）の就労化や婚

姻関係の継続などは社会経済的に恵まれた層が享受する一方で，階層的地位が低い者では

婚外出生や離婚といった家族リスクを経験するようになっていると指摘する．福祉国家に

よる生活機会の保障に乏しい米国の社会的文脈をもとに提示されたDD命題は，北欧・

西欧諸国，さらには日本においてもその妥当性が検証されてきた（Bernerdiand

Boertien2017a,RaymoandIwasawa2017）．

DD命題が持つ重要な理論的含意は，社会階層による家族行動の両極化（bifurcation）

が世代を通じた機会の不平等化，すなわち階層再生産の強化に寄与しうる点にある

（Amatoetal.eds.2015,BernerdiandBoertien2017a,RaymoandIwasawa2017）．

親世代の離婚や再婚に代表される家族移行経験が，低階層を中心に発生し，子どもの教育

達成やウェルビーイングを著しく阻害することは，国内外の人口・家族研究が繰り返し指

摘してきた（McLanahanandPercheski2008,稲葉 2011）．DD命題は，社会階層によっ

て水路付けられた家族構造（familystructure）の多様化が，個人の生活機会を制約する

だけでなく，マクロな社会的構造に対しては，子世代が親世代と同等の社会的地位に留ま

るという階層の固定化をもたらすと予測する．

その一方，社会学の一分野である社会階層研究は，日本を含む先進産業社会において，

世代間の階層再生産が共通のパターンに収斂し，その不平等構造が現在に至るまで安定的

に推移していることを示してきた（EriksonandGoldthorpe1992,ShavitandBlossfeld

eds.1993,石田・三輪 2009,荒牧 2000）．人口研究が出自的属性として家族構造を重要

視してきたのに対して（McLanahanandPercheski2008），世代間階層移動の分析では，

出身階層を男性世帯主（父親）の階層的地位（職業・学歴など）によって測定し，親子間

の階層的地位の類似性をもとに社会の開放性（機会の不平等度）を評価することが主流で

ある（Tach2015）．この点について稲葉（2012）は，従来の階層研究がその分析単位と

して初婚継続家族（intactfamily）を暗黙裡に想定しており，親との離死別を含む家族

の不安定性によって生じている格差や不平等を見逃すことに繋がると警鐘を鳴らしている．

このように，人口研究と社会階層研究は世代間の階層再生産の趨勢をめぐり，前者は格

差・不平等の拡大，後者はそれらの安定性（不変性）という相異なる見解を提示している．

欧米諸国では，とりわけ学歴再生産に着目してDD命題の階層論的含意を検証した研究

が次第に蓄積されているが（BernardiandBoertien2017a），日本においてはいまだ推

測の域を出ていない．社会階層の基本単位である家族（世帯）の人口学的変化が，階層的

地位の再生産にいかなる影響を与えるのか（Tach2015），これは社会階層研究にとって

現在まで等閑視されてきた検証すべき趨勢命題であるといえよう．

本稿では，親との離死別経験と子どもの大学進学機会の関連に着目し，DD命題の予測

が日本社会に適合的なものであるかを検証する．次節以降の構成は，次のとおりである．

Ⅱ節では，先行研究をレビューしたうえで，仮説を提示する．つづくⅢ節は使用データと

変数・分析モデルを説明し，その分析結果を示す（Ⅳ節）．最後に，Ⅴ節では分析結果を

もとに，DD命題の日本的文脈について議論を展開する．
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Ⅱ．先行研究の整理

1. 親との離死別経験と教育達成

親世代の離別や死別による家族移行は，社会階層がもたらす帰結であると同時に，子世

代の将来的なライフコースの成否を左右する原因でもある（McLanahan2004,稲葉

2016）．日本では1970年代以降に有配偶離婚率が上昇し始め，それに伴う離別ひとり親世

帯の増加が家族の多様化の一側面として進行した．McLanahan（2004）が指摘するよう

に，離婚が低い学歴層の夫婦で発生しやすい傾向が，日本においても1975年以降の結婚コー

ホートで見られるようになっている（加藤 2005，林・余田 2014）．

また，2010年代にはひとり親世帯出身者の教育達成上の不利について，日本の社会調査

データを用いた定量的研究から明らかにされている．具体的には，義務教育終了段階（15

歳時点）で父不在あるいは母不在であった者はそうでない者と比べて大学進学率が低く，

家族構造による教育機会格差が近年ほど拡大傾向にあることが指摘されている（稲葉

2011，余田 2012）．また，実親との離別は子どもの大学進学機会を狭めており，その影響

力は親との死別以上に大きい（稲葉 2016）．

家族構造（二人親／ひとり親世帯）間で教育達成格差が生じるメカニズムを説明するう

えで代表的なものは，家族（世帯）の資源剥奪に準拠する諸仮説である．資本主義経済体

制の下では，初婚二人親世帯は外部システムから経済的・文化的・社会関係的資源を調達

し，子世代が社会経済的地位の獲得競争において有利に働くよう諸資源を変換・投資する，

最も効率的な家族集団である（Tach2015）．その点で，ひとり親世帯の形成は主たる稼

得／養育者の喪失や地理的移動などによって世帯が保有する諸資源の減少をもたらし，子

どもにとって上級学校への進学や親世代よりも高い職業的地位への移動を困難とさせる．

日本では，ひとり親世帯の相対的貧困率の高さを背景として，とくに経済的剥奪

（economicdeprivation）に着目した仮説が検証されることが多い．しかし，母子世帯や

父子世帯出身者の大学進学上の不利は，その経済的資源の寡少性によって部分的に説明さ

れるに過ぎず（稲葉 2011,余田 2012），家族構造と階層再生産の関連性については検証

の途上にある．

2. 親との離死別経験と出身階層：階級補償仮説と階級下降仮説

DD命題を検証するにあたり，近年では，教育達成に対する親との離死別経験の影響

（separationeffect）が出身階層の位置によって異なるかどうかに着目した研究群が見ら

れる．BernardiandBoertien（2017a）の論点を整理すると，家族形成における階層差

の出現が世代間の機会の不平等拡大に寄与すると予測するDD命題の前提として，二つ

の社会的条件を満たす必要がある．第一の条件は，有子世帯に占める離婚や再婚などの増

加が低階層の人々を中心に発生し，これらの家族移行経験が子どもの社会経済的地位に負

の影響を持つことである．家族構造の構成分布の変化に関わるこの人口学的条件について
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は，先述の諸知見（Ⅱ.1）を踏まえれば日本においても概ね妥当であるといえよう．そし

て第二の条件は，子どもの地位達成に対する離死別効果が出身階層間で同一であるか，低

階層の間で大きいとする仮定である．BernardiandBoertien（2017a）は，McLanahan

（2004）が家族行動と貧困・格差の世代的再生産の関連について論じる中で，この第二の

仮定を暗黙裡に置いていると指摘する．

国外では，子どもの教育達成に対する親との離死別効果の階層差に関して，「階級補償

（compensatoryclass）仮説」と「階級下降（downwardclass）仮説」と呼ばれる二つ

の仮説が提唱されている（BernerdiandBoertien2017b,JonssonandG�ahler1997）．

図1は，これらの仮説から導出される離死別経験・出身階層・子どもの教育達成の関係性

を視覚化したものである．

まず階級補償仮説（H1）では，社会経済的資源の変化（その多くは減少）を伴う家族

移行に対して，社会経済的地位（socio-economicstatus:SES）が高い親ほど子世代の地

位達成上の不利に対処できると主張する．離死別経験者の中でもSESが高い親は，自身

と同等の地位を子世代に継承させる，もしくは子どもの社会的地位が低下するのを忌避す

るために，保有する社会経済的資源を効率的に配分するように努める（Gr�atz2015）．よ

り具体的な家族実践として，離別後の家族生活において，高階層のひとり親は子どもに対

する教育的関心が高く，養育費の支払いや非同居となった父親と子どもの接触頻度は大卒

者で多いことが知られている（Gr�atz2017）．一方，離死別イベントの発生は，SESが低

い出身家庭の間で貧困や社会的孤立，子どもとのコンフリクトと結びつきやすく，家族移

行への対処資源も相対的に少ない（MandemakersandKalmijn2014）．その結果，親と

の離死別経験群と非経験群との教育達成格差はとりわけ低階層の間で大きくなる（図1）．

階級補償仮説は，家族移行によって生じる社会的不利がその対処資源に乏しい出身家庭の

子どもの間で累積しやすいことを主張しており，DD命題の第二の成立条件とも対応して

いる．

その一方，階級下降仮説（H2）は社会経済的に恵まれた出身家庭の間で離死別経験が

子どもの教育達成に及ぼす影響が大きいと予想する（図1）．この仮説では，離死別前後
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図１ 仮説と教育達成（進学率）の対応関係

H2. 

SES

H1. 

SES



における家族が保有する社会経済的資源の変化量に力点を置く．未成年の子がいる夫婦の

離死別の多くは男性世帯主の喪失，すなわち母子世帯の形成をもたらすことから，親の職

業階級・教育・所得などの多方面にわたり出身階層の下降移動（downwardmobility）

は高階層の子どもたちを中心に経験しやすい（JonssonandG�ahler1997）．さらに，

Coleman（1988）は，家族構造を社会関係資本（socialcapital）の一種と捉え，SESが

高い出身階層にとって初婚二人親世帯は母子世帯よりも親世代の地位を子に伝達させるう

えで重要な家族形態だと捉えた．そのうえで下降移動経験は，とりわけ高階層の間で自ら

の社会的地位を子世代に継承させることを困難にさせるとした（Coleman1988）．

国外の先行研究は，子どもの教育達成に対する親との離死別効果について階級補償仮説

を支持するもの（Gr�atz2015,Augustine2014,AlbertiniandDronkers2009）と階級

下降仮説を支持するもの（JonssonandG�ahler1997,Martin2012,BiblarzandRaftery

1999）が双方存在する．その背景の一つに分析に用いられる教育指標の違いがあり，子ど

もの知能指数（学力スコア）や前期中等教育進学については階級補償仮説を，高等教育機

関への進学といった後の教育移行段階では階級下降仮説が支持される傾向にある

（BernardiandBoertien2017b）．しかし，離死別効果の階層差は家族規範や教育システ

ムといった社会文化的要因にも強く依存することから（BernardiandBoertien2017a），

米国を中心とする諸知見が非欧米圏の日本社会にも適合的であるかは検討の余地が残され

る．

日本では，「全国家族調査（NFRJ）」を用いた稲葉（2016）が親との離死別効果の異質

性について検証した数少ない研究として挙げられる．その分析によると，子どもの大学進

学機会における離別経験群の不利には親世代の学歴差（大卒／非大卒）は検出されていな

い（稲葉 2016）．ただしデータの制約上，親との離死別の発生時期が子どもの最終学歴が

確定する前後であるかを特定することができておらず１），分析結果の頑健性をさらに確認

する必要があるだろう．

以上を踏まえて，本稿では階級補償仮説と階級下降仮説の検証を通じて，日本社会の学

歴再生産の様相がDD命題の予測と整合的であるかを評価する．具体的には，実親との

離別・死別経験が子世代の大学進学機会に及ぼす影響が出身階層（母学歴）によって異な

るかについて多変量解析を通じて明らかにする．分析では出身階層の指標として父親では

なく母親の学歴を用いるが，それは配偶者との離死別後に子どもの親権を担うのはその多

くが母親であることに加え２），階層的地位の継承において母親が重要な媒介者として機能

することが社会階層研究で指摘されているからである（BiblarzandRaftery1999）３）．
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1）稲葉（2016）は，回答者（親世代）の調査時点の婚姻上の地位をもとに子世代の家族移行経験（離別・死別・

再婚）の有無を識別している．Raymoetal.（2004）の推計から，離婚の約7割超が結婚後10年以内に生じ

ていることから，大部分の子どもが成人前に両親の離別を経験すると仮定して分析を行っている．

2）「人口動態統計」（厚生労働省）によると，親権を行わなければならない子を持つ夫婦の離婚のうち，1975年

では57.9％，2000年では80.3％が全児の親権を母親が担っている．

3）また，DD命題の検証にあたり先行研究の多くは，女性（妻）の最終学歴を階層指標として用いていること

から（McLanahan2004,RaymoandIwasawa2017,BernardiandBoertien2017a），本稿もそれに倣った．



一連の分析を通じて，実親との離死別によって発生するひとり親世帯の増大が出身階層間

の教育機会格差にどの程度の影響を与えるかについて考察する．

Ⅲ．データと方法

1. 使用データと変数

使用するデータは，国立社会保障・人口問題研究所が実施した「全国家庭動向調査」の

うち，第5回（2013年）・第6回調査（2018年）の調査票情報である．本調査は，「国民

生活基礎調査」（厚生労働省）の後続調査であり，同調査が実施された調査地区（1,106地

区）の中から無作為に抽出した300調査区内の全ての世帯を対象としている（数値は第6

回調査）．対象世帯の中で，結婚経験のある女性（複数いる場合はもっとも若い女性）を

中心に調査票が配布され，18歳以上の子どもがいる場合には最大3人までその基本属性に

ついて情報が収集されている．本稿では，親世代である調査回答者を軸として，子どもの

社会経済的地位達成を分析する「前向きアプローチ（prospectiveapproach）」（Songand

Mare2015,余田 2021）を採用する４）．

ここで問題となるのが，分析対象者の選定である．使用データは幅広い年齢層の女性の

回答情報から構成されるが，調査時点ですでに死亡している高齢層からは当然ながら子ど

もの情報を収集することはできない．また，調査時点での子世代の年齢が高くなる（古い

世代）ほど親世代である回答者は若年出産を経験した層に偏りが生じる（余田 2018）．こ

うしたサンプル・セレクションの問題に対処するために，本稿では稲葉（2016）や余田

（2018）を参照しつつ，親世代（女性回答者）の調査時年齢が70歳未満で，かつ子どもの

（調査時）年齢が20歳以上40歳以下のケースに分析対象を限定した５）．

注目する独立変数は，（子世代から見た）実親との離死別経験の有無と出身階層である．

本調査では，女性回答者（母親）に対して現在の結婚および初婚の開始時期や配偶者との

離死別年，子の出生年などの家族歴情報を詳細に尋ねている．分析では，対象子が18歳に

到達するまでに両親の離別／死別（すなわち，初婚二人親世帯からの移行）を経験したか

否かを表す二値変数（離別ダミー・死別ダミー）を作成した６）．なお，出身階層は母親の

最終学歴（短期大学以上=1，それ以外=0）を用いる．

従属変数である教育達成は，各対象子の最終学歴が大学進学（短期大学以上）の場合を

1，それ以外を0とした二値変数を用いる．他の共変量は，家族（母親）属性と子ども属
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4）一方，調査対象者を子世代とし，親の社会経済的地位（職業・教育水準など）を回顧的に尋ねる方法は「後

ろ向きアプローチ（retrospectiveapproach）」と呼ばれる．従来の世代間階層移動分析の多くはこの後ろ向

きアプローチによるものである（SongandMare2015）．

5）親の年齢上限を設けない，または子どもの年齢上限を40歳から35歳に制約したとしても，本稿の分析結果に

大きな変化は見られなかった．

6）ただし，子どもの出生後に再婚を経験した者（調査回答者）については，初婚配偶者との離死別年が把握で

きないことから分析対象から除外した（子ども363ケース）．なお，これらのケースを全て離別経験者と仮定し

て再推定しても，その結果に大きな変化はなかった．こうした婚姻歴（家族歴）情報の不足は使用データに限

らず，多くの社会調査データで見られる問題であり，今後の課題としたい．



性の二種類ある．家族（母親）属性は，調査年，母出生年，結婚時の母雇用形態（正規雇

用／非正規雇用／自営・家族従業者／無職），子ども出生以前の再婚経験の有無７），そし

て子ども数を用いる．子ども属性は，出生コーホート（1972-84年／1985-98年），性別

（男性=1），出生順位（第1子／第2子／第3子）である．出生コーホートは，大学進学

選択（18歳）時点が，離婚率の急激な上昇期にあたる1990年代とそれ以降（2000年以降）

の層となるように区分した．分析では，使用変数に有効回答が得られた子ども9,615ケー

ス（母親5,096ケース）を用いる．共変量の記述統計量は表1のとおりである．

2. 分析モデル

上記の研究課題を検証するにあたり，本稿ではマルチレベルモデル（multi-level

model）と要因分解法（decompositionanalysis）の二つの統計手法を用いる．

はじめに，DD命題が前提としている第二の成立条件（Ⅱ.2）である離死別効果の階層

差に関する二つの仮説―階級補償仮説・階級下降仮説―の検証を行う．先述のとおり，使

用データは調査対象である母親を中心に複数の子どもの属性情報を収集した階層的なデー

タ構造を持つ．その場合，同一家族内の子ども（キョウダイ）間で最終学歴に系統的な類

似性が生じ，通常の重回帰モデルでは標準誤差の過小推定といった問題が発生しうる．そ

れゆえ，分析では家族（母親）属性をレベル2，子ども属性をレベル1としたマルチレベ

ル二項ロジットモデルをもとに，実親との離死別が子どもの教育達成に及ぼす影響力を推

計する．
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表１ 記述統計量

【家族･母親属性（レベル2）N=5,096】 Mean（S.D.）Min. Max. 【子ども属性（レベル1）N=9,615】 Mean（S.D.）Min. Max.

調査年（ref.2013年） 離死別経験（ref.初婚継続）

2018年 .475 (.499) 0 1 離別経験 .038 (.193) 0 1

母出生年（－1950） 6.748(6.823) －7 32 死別経験 .013 (.111) 0 1

母学歴（ref.高校以下） 子出生コーホート（ref.1972-84年）

短大以上 .328 (.470) 0 1 1985-98年 .503 (.500) 0 1

結婚時・母雇用形態（ref.正規雇用） 男性ダミー .517 (.500) 0 1

非正規雇用 .089 (.284) 0 1 出生順位（ref.第 1子）

自営業・家族従業者 .044 (.206) 0 1 第2子 .400 (.490) 0 1

無職 .148 (.355) 0 1 第3子 .135 (.341) 0 1

母再婚経験（子出生前 ref.経験なし）

再婚経験あり .026 (.159) 0 1

子ども数 2.247 (.731) 1 7

7）すなわち，この変数は子どもの家族移行経験（両親の離死別から再婚への移行）を表すものではない．多変

量解析（表3）ではこの変数を統制目的として投入し，実質的な解釈は行わない．この点については，注釈6

も併せて参照されたい．



レベル１（個人水準）： Yij・・0j・・1jdivorceij・・2jwidowij・・
K
k・3・kjXij・・ij 式（1.1）

Yij・ln・ p

1・p・
レベル２（家族水準）： ・0j・・00・・

M
m・1・0mZj・u0j 式（1.2）

・1j・・10,・2j・・20,・kj・・k0 ・k・3・ 式（1.3）

その基本モデルは，式（1.1）のとおりである．左辺のYijはj番目の家族におけるi番

目の子どもの教育達成（大学進学を表す二値変数p）を表す．右辺の・0jは個人水準（レ

ベル1）の切片，・1jおよび・2jはそれぞれ離別，死別経験の効果を表す回帰係数，・kjは

離死別経験を除く子ども属性Xijの固定効果である．分析では，切片・0jが家族間で異な

ることを仮定したランダム切片モデル（random-interceptmodel）を採用し，切片は式

（1.2）のように展開される．式（1.2）の右辺におけるZjは家族（母親）属性を表す共変

量であり，u0jは家族水準の誤差項を表す．なお，子ども属性についてはランダム効果を

仮定していない（式 1.3）．階級補償仮説および階級下降仮説の経験的妥当性は，離死別

経験および出身階層（母学歴）の交互作用項の推定値をもとに判断する．

つづいて，分析の焦点を個人の教育達成から日本社会の学歴再生産の趨勢に移す．子ど

も人口に占める親との離死別経験者の増加が出身階層による教育機会の格差拡大（学歴再

生産の強化）に寄与することを示唆するDD命題については，BernardiandBoertien

（2017a）と同様に要因分解法をもとに評価する．本稿では，Blinder-Oaxacaの要因分解

法を非線形モデルに拡張したYun（2004）のアプローチを採用する．

式（2.1）は二つの出身階層（母学歴：短大以上H／高校以下L）間の教育機会格差

（大学進学の予測確率の差：R）である．ここでの教育機会格差とは，社会水準（aggre-

gatelevel）から見た大学進学の世代間継承（学歴再生産）の程度を指す（Bernardiand

Boertien2017a）．学歴再生産Rは，母学歴が短大以上である出身階層Hに所属する子

どもが，親世代と同等の学歴を獲得する期待確率E・YH・と，それ以外の出身階層L（母

学歴：高校以下）の者が大学進学（上昇移動）する期待確率E・YL・の差分によって表現

される８）．

R・E・YH・・E・YL・ （母学歴H：短大以上，L：高校以下） 式（2.1）

R・・・0H・・0L・・・E・XH・・E・XL・・・1L・E・XL・・・1H・・1L・ 式（2.2）

・・E・XH・・E・XL・・・・1H・・1L・

この学歴再生産Rを，離死別経験の有無（変数X）によって要因分解したものが式

（2.2）である．右辺の第2項・E・XH・・E・XL・・・1Lは構成効果（endowment）に相当し，

学歴階層間の離死別経験の普及度の違いを表す．換言すれば，・E・XH・・E・XL・・は低階
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8）同様に，出身階層間の進学確率の差や相対リスク指標によって学歴再生産の様相を検証したものとして

SongandMare（2015）や余田（2021）が挙げられる．



層を中心とする親との離死別の発生を，・1Lは離死別経験が子どもの教育達成に対して負

の影響を与えるとするDD命題の第一条件（Ⅱ.1）を表現したものである．

右辺の第 3項 E・XL・・・1H・・1L・は，離死別経験が教育達成に及ぼす影響が出身階層

（母学歴）によって異なること（＝離死別効果の階層差）を表すものである．出身階層間

の教育機会格差が拡大すると予測するDD命題は，低階層（母学歴L）における離別経験

効果が負であると同時に，その効果が上位階層（母学歴H）よりも大きい，もしくは同

等であること（・1L・・1H・0または・1L・・1H・0）を仮定している（BernardiandBoertien

2017a）．階級補償仮説から予測される離死別効果の階層差は DD命題と同一であるが

（・1L・・1H・0），階級下降仮説では高い出身階層（母学歴H）で負の影響が大きいこと

（・1H・・1L・0）を想定している．最後に，右辺の第4項・E・XH・・E・XL・・・・1H・・1L・は離

死別経験の普及度とその効果の異質性に関する交互作用項であり，要因分解法では交絡要

因と解釈される．

次節では，親との離死別経験と教育達成の関連について記述し，マルチレベルモデルを

もとに上記二つの仮説を検証する．そのうえで，要因分解法をもとに実親との離死別経験

者の増大が世代間の学歴再生産に及ぼす影響力を推計し，DD命題の妥当性を評価する．

Ⅳ．分析結果

1. 親との離死別経験と大学進学

はじめに，実親との離死別経験者の量的拡大とその階層差，そして子世代の大学進学と

の関連について記述的分析を行う．

表2は，母親の最終学歴（出身階層）と子どもの離死別経験との関連を示したものであ

る．二つの出生コーホート間で18歳になるまで初婚継続家族（離死別非経験群）に所属し

た子どもの割合は96.9％から92.9％へと低下しており，その減少分は離別経験群の増大に

よって補われている．1972-84年コーホートでは離別経験群は全体の2.0％に過ぎなかった

が，離婚率の上昇に伴い1985-98年コーホートでは同割合は5.7％まで上昇している．その
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表２ 子出生コーホート・母学歴別に見た子どもの離死別経験割合

子どもの離死別経験（%）

子出生コーホート 初婚継続 離別 死別 （N）

1972-84年 構成比率 96.9 2.0 1.1 4,779

1985-98年 構成比率 92.9 5.7 1.4 4,836 ***

1972-84年
母学歴（高校以上） 96.7 2.1 1.2 3,452

母学歴（短大以上） 97.3 1.8 0.9 1,327

1985-98年
母学歴（高校以下） 91.9 6.8 1.3 3,040

母学歴（短大以上） 94.6 3.7 1.7 1,796 ***

Total 94.9 3.8 1.3 9,615

（注）***p<.001（カイ二乗検定）．



一方，死別経験群の割合は各コーホートで1.1％，1.4％となっており大きな変化は観察さ

れない９）．

実親との離別経験率の上昇についてさらに注目すべきは，その階層差の出現である．

1972-84年コーホートにおいては出身階層（母学歴）によって子どもの家族歴（家族移行

経験）の分布に統計的な有意差は見られない（・
2
(d.f.=2)=1.130,p>.10）．しかしながら，

1985-98年コーホートでは，母学歴が短大以上である者のうち離別経験群の割合は3.7％で

あるのに対して， 母学歴が高校以下の者では離別経験群は6.8％と有意に高い

（・
2
(d.f.=2)=22.663,p<.001）．この結果は，近年の離別ひとり親世帯の増加が母親の学歴

が低い出身家庭の子どもに集中しているとしたMcLanahan（2004）の指摘とも一致する．

つづいて，子どもの教育達成（大学進学率）について出生コーホート・離死別経験別に

確認する（図2）．初婚継続家族群の大学進学率（短大以上）は，高学歴化と連動する形

で54.9％（1972-84年コーホート）から60.3％（1985-98年コーホート）へと上昇している．

離死別経験群についても大学進学率は上昇傾向にあるが，初婚継続群に比べて同進学率は

約17～27％ポイント低い状態を維持している．とりわけ教育達成上の不利を受けているの

は離別経験群であり，その大学進学率は33.2％（1985-98年コーホート）と死別経験群よ

りも10％ポイント近く低い．

2. マルチレベルモデルによる教育達成分析

つぎに，他の共変量を統制したうえで，実親との離死別経験が子どもの教育達成に及ぼ

す影響について多変量解析をもとに検討する．

表3は，子どもの大学進学を従属変数としたマルチレベル二項ロジットモデルの推定結
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図２ 子出生コーホート別：離死別経験の有無と大学進学率
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9）「国勢調査」（総務省）をもとに18歳未満人口に占めるひとり親世帯のもとで暮らす子どもの割合を試算する

と，1985年時点では4.7％，以後10年おきに見ると5.5％（1995年），8.7％（2005年），9.6％（2015年）となっ

ている．厳密な比較はできないが，「国勢調査」の算出値に比べて1985-98年出生コーホートの離死別経験率

（7.1％）はやや低い．その要因として，全国家庭動向調査では配偶者との離死別した女性や低い学歴階層の人々

を中心に有効回収率が低い可能性があること，出生後に親の再婚を経験した子どもについては分析対象から除

外していることが考えられる（注釈6を参照）．



果である．モデル1では，実親との離死別経験の主効果を検討する．離別および死別経験

を表す二つのダミー変数は，いずれも統計的に有意な負の効果を呈しており，初婚継続家

族からの移行を経験していない者と比べて離死別経験者の大学進学率が低い傾向にある．

オッズ比に換算すると，離別経験者は.224倍（=e
・1.495
），死別経験者では.318倍（=e

・1.146
）

となっている．他の子ども属性（レベル1）に着目すると，近年の出生コーホートほど，

出生順位が早い者ほど大学進学率が有意に高い．家族（母親）水準の共変量（レベル2）

については，出身階層を表す母学歴（短大以上ダミー）は子どもの大学進学に対して強い
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表３ 「子大学進学（=１）」を従属変数としたマルチレベル二項ロジットモデル

モデル1 モデル2 モデル3

Coef. (S.E.) Coef. (S.E.) Coef. (S.E.)

【家族（母親）属性：レベル2】

調査年（ref.2013年）

2018年 .382 (.077)*** .382 (.077)*** .384 (.077)***

母出生年（基準：1950年） －.047 (.008)*** －.047 (.008)*** －.047 (.008)***

母学歴（ref.高校以下）

短大以上 1.775 (.089)*** 1.776 (.089)*** 1.801 (.091)***

結婚時・母雇用形態（ref.正規雇用）

非正規雇用 －.355 (.134)** －.357 (.134)** －.359 (.134)**

自営業・家族従業者 －.371 (.176)* －.369 (.176)* －.371 (.176)*

無職 －.426 (.106)*** －.425 (.106)*** －.429 (.106)***

母再婚経験（子出生前 ref.経験なし）

再婚経験あり －.887 (.249)*** －.891 (.249)*** －.901 (.249)***

子ども数 －.352 (.056)*** －.351 (.056)*** －.353 (.056)***

【子ども属性：レベル1】

離死別経験（ref.初婚継続）

離別経験 －1.495 (.190)*** －1.737 (.363)*** －1.249 (.219)***

死別経験 －1.146 (.310)*** －1.148 (.455)* －1.376 (.396)**

子出生コーホート（ref.1972-84年）

1985-98年 .468 (.095)*** .460 (.096)*** .466 (.095)***

男性ダミー －.071 (.060) －.071 (.060) －.073 (.060)

出生順位（ref.第1子）

第2子 －.202 (.061)** －.201 (.061)** －.203 (.061)**

第3子 －.497 (.100)*** －.497 (.100)*** －.497 (.100)***

離死別経験×子出生コーホート

離別経験×1985-98年 .322 (.409)

死別経験×1985-98年 .005 (.586)

離死別経験×母学歴

離別経験×短大以上 －.880 (.412)*

死別経験×短大以上 .619 (.650)

切片 .974 (.147)*** .978 (.147)*** .975 (.147)***

-2LL 11597.785 11597.159 11592.196

ICC .450 .450 .450

N（子ども／世帯・母親） 9,615／ 5,096

（注）***p<.001，**p<.01，*p<.05，+p<.10（両側検定）．ヌルモデル（nullmodel）のICC=.536



正の効果を示す一方で，子ども数が多いことや子どもの出生以前に母親が再婚を経験して

いる世帯では，子どもの大学進学率が有意に低い傾向にある．離死別後の経済水準を部分

的に規定すると考えられる結婚時・母雇用形態も統計的に有意であり10），正規雇用者に比

べて非正規雇用や無職であった世帯ほど子どもの大学進学率が低い．モデル1からは，世

帯および母親の社会経済的地位を統制した後でも親との離死別経験の効果が強く残存して

いることがわかる．

モデル2では，モデル1に離死別ダミーと子出生コーホートの交互作用項を追加し，大

学進学に対する離死別効果にコーホート差が見られるかを検討した．その結果，二つの交

互作用はいずれも統計的に有意ではなく，1990年代以降に高等教育への進路選択を行う子

世代（1972-98年生まれ）の間では離死別効果は一定であるといえる11）．

最後に，離死別効果の階層差に関する二つの仮説―階級補償仮説と階級下降仮説―を検

証するために，モデル3では，モデル1に離死別経験ダミーと母学歴（短大以上ダミー）

の交互作用項を追加した．推定結果を見ると，条件付き主効果を表す離別および死別経験

ダミーはいずれも1％水準で統計的に有意であり，低学歴層の間でも親との離死別経験が

大学進学に及ぼす影響が甚大であることが読み取れる．新たに投入した二つの交互作用項

については，死別経験ダミーと母学歴の交互作用効果（死別×短大以上）は非有意である

一方で，離別経験ダミーと母学歴のそれ（離別×短大以上）は5％水準で統計的に有意と

なっている（－.880）．係数の符号の向きが負であることから，離別経験が子どもの大学

進学の成否に及ぼす負の影響は母親の学歴が高校以下の者よりも短大以上の者で大きいこ

とを示している（=(－1.249)+(－.880)）．この結果は，階級下降仮説（H2）の予測とも整

合的なものであり，両親との離別経験によって生じる教育達成上の不利が，とくに出身階

層が高い子どもの間で大きい傾向が認められる．しかしながら，死別経験についてはその

効果の異質性（階層差）は見られない．

3. 親との離死別経験者の増大と学歴再生産：要因分解法による検討

先のマルチレベルモデルの推定結果より，子どもの教育達成に対して親との離別経験は

負の影響を与える一方で，その効果には出身階層（母学歴）による異質性が観察された．

有子世帯に占める離死別経験者の増加と大学進学に対する離別効果の階層差が併存する中

で，それらが出身階層間の教育機会格差（学歴再生産）に及ぼす影響はどの程度存在する

のだろうか．以下では，この点を要因分解法によって検討する．

表4は，出身階層を表す母学歴（短大以上H／高校以下L）間の大学進学率の差異（学
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10）配偶者との離死別以前の就労状況（従業上の地位）がその後の正規雇用就労率や世帯の経済状況に影響を与

えることは，シングルマザーの職業経歴を分析した藤原（2005）によって指摘されている．結婚時・母雇用形

態のうち正規雇用割合を離死別経験の有無別に見ると，離別経験群では58.9％と初婚継続群（73.5％）や死別

経験群（71.9％）に比べて有意に低い．

11）予備的分析として，離別ダミーおよび死別ダミーと子男性ダミーの交互作用項をモデル1に投入したモデル

を推定したが，いずれの交互作用も非有意であり教育達成に対する離死別効果にジェンダー差は認められなかっ

た．



歴再生産R・E・YH・・E・YL・）について，離死別経験を表す二つのダミー変数によって要

因分解した結果である（他の共変量を統制済み）．まず，母学歴による子どもの大学進学

率の差異（＝29.1％ポイント）のうち，表2で見られた出身階層間の離死別経験割合の違

いによって説明される部分（構成効果endowment）について確認する．構成効果を見る

と，離別経験を表すダミー変数の回帰係数は5％水準でプラスに有意であり（.003），低

学歴層を中心とする離別経験群の増大が出身階層間の教育機会格差（大学進学率）の拡大

に寄与していることがわかる．一方，死別経験ダミーの同係数は非有意となっており，離

別経験ダミーと同様の効果を示していない．

つぎに，離死別効果の階層差の寄与度（階層効果）に着目する．ここで注目すべきは，

離別効果（coefficient）を表す係数（－.006）が5％水準で統計的に有意である点にある．

この結果は，表3（モデル3）で観察された離別ダミーと母学歴の交互作用効果に対応す

るものである．この値からも，大学進学における離別経験群の不利が高階層（母短大以上）

の者で大きいことは，出身階層の教育機会格差を拡大ではなく，むしろ縮小させる方向に

働いていることが読み取れる．構成効果と同様に，死別ダミーの階層差（.001）は統計的

に有意ではない．階層効果の切片は，2つの離死別ダミーの値がゼロである，すなわち離

死別経験群が存在しない場合に生じる出身階層間の教育機会格差を表す理論値に相当する

（BernardiandBoretien2017a）．その理論値は.311であり，実際に観察された母学歴間
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表４ 出身階層（母学歴）間の大学進学格差に関する要因分解

全体
子出生コーホート

1972-84年 1985-98年

Coef. (S.E.) Coef. (S.E.) Coef. (S.E.)

出身階層（母学歴）

短大以上（H） .760 (.009)*** .756 (.014)*** .764 (.011)***

高校以下（L） .469 (.007)*** .459 (.010)*** .480 (.010)***

進学率の差（H-L） .291 (.012)*** .296 (.017)*** .284 (.015)***

構成効果（endowment） .022 (.004)*** .011 (.005)* .025 (.005)***

階層効果（coefficient） .267 (.012)*** .280 (.018)*** .252 (.016)***

交互作用効果（interaction） .002 (.005) .006 (.006) .007 (.006)

構成効果

離別経験あり .003 (.001)* .001 (.002) .006 (.002)**

死別経験あり －.000 (.001) .000 (.001) －.001 (.001)

階層効果

離別経験あり －.006 (.003)* －.001 (.003) －.012 (.005)**

死別経験あり .001 (.001) .000 (.002) .002 (.002)

切片 .311 (.029)*** .299 (.041)*** .271 (.038)***

交互作用効果

離別経験あり .001 (.001) .000 (.000) .003 (.002)

死別経験あり .000 (.000) －.000 (.000) .000 (.001)

N 9,615 4,779 4,836

（注）***p<.001，**p<.01，*p<.05，+p<.10（両側検定）．S.E.は世帯（母親 N=5,096）をクラスターと
した標準誤差．他の共変量は統制済み（母出生年は1950を差し引いたセンタリング値）．



の大学進学率の差異（.291）と近似している．したがって，離別経験群の構成比率上昇に

よる格差拡大効果は離別効果の階層差（階層効果）によって相殺されているといえる．

子出生コーホート別の推定結果を見ると．1972-84年コーホートでは，離死別効果を表

すダミー変数がいずれも非有意であることから，先に観察された効果は1985-98年コーホー

トによるものであることがわかる．後者のコーホートでは，階層効果（－.012）が構成効

果（.006）を上回っており，出身階層間の大学進学格差の観測値と理論値の乖離は小さい．

以上の推定結果からは，家族形成の階層差の出現が世代間の機会不平等の拡大をもたらす

影響は総じて小さく，学歴再生産に関してはDD命題が経験的に支持されないと結論付

けられる．

Ⅴ．結論と考察

本稿は，McLanahan（2004）が提唱した家族形成行動の階層差が機会の不平等拡大を

もたらすとするdivergingdestinies命題（DD命題）が日本社会にも適合するかを検証

した．子どもの教育達成に対する親との離死別経験効果に関する二つの仮説―階級補償仮

説・階級下降仮説―と要因分解法による検証を通じて得られた知見は次の諸点にまとめら

れる．

第1に，両親との離死別を経験した子どもは非経験群と比べて，大学進学率が低い傾向

にある．この分析結果は，国内外の先行研究の知見とも整合的なものである．第2に，子

どもの教育達成に対する離別効果は出身階層が高い者の間で相対的に大きく，この結果は

階級下降仮説（H2）を支持するものであった．親との死別経験については，離別効果と

同様の階層差は検出されず，いずれの仮説も支持されなかった．第3に，親との離死別経

験者の増大が世代間の学歴再生産に及ぼす影響は二つの相異なる効果を有していた．一方

の効果は，有子世帯の構成分布の変化に関わるものであり，低学歴層を中心とする離別経

験者の増大は学歴再生産を強化させる方向に作用した．他方で，教育達成に対する離別効

果の階層差の存在は，有子世帯の構成分布変化による格差拡大効果を相殺していた．

DD命題は，初婚・離別・若年出産をはじめとする親世代の家族形成行動の階層差を媒

介として，世代を通じた格差・不平等の拡大（階層再生産の強化）が生じると予測する

（McLanahan2004,Amatoetal.eds.2015,RaymoandIwasawa2017）．子ども人口

に占める離別経験割合の上昇が，学歴再生産を強化させるとする要因分解法の推定結果は，

家族構造の変化と所得格差拡大の関係に焦点をあてた先行研究の知見（Westernetal.

2008）やDD命題の予測とも一致するものであった．しかしながら，親との離別経験に

よる教育達成上の不利が社会経済的に恵まれた出身家庭の子どもほど大きいという階級下

降仮説を支持する本稿の分析結果は，離死別経験の階層差に関するDD命題のもう一つ

の成立要件（Ⅱ.2）とは不整合なものであった．この点は，親との離死別経験が子ども個

人の教育機会を制約することが，必ずしも社会水準で見た階層的地位の固定化をもたらす

ものではないことを示している．
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さらに，以上の知見は，人口・家族研究のみならず社会階層研究に対しても重要な示唆

を与えるものである．世代間移動分析は，主に男性世帯主と子の階層的地位の類似性をも

とに社会の開放性を評価してきたが，近年では階層構造の基盤である人口の現代的変動を

考慮した分析視角の重要性が指摘されつつある（Tach2015,SongandMare2015）．DD

命題と同様に，出身階層の基本単位である家族構造の変化は階層再生産の程度に少なから

ぬ影響をもたらすと考えられてきたが（Tach2015），得られた分析結果からはその経験

的根拠に乏しい．本稿の分析結果は，階層研究が繰り返し指摘してきた階層再生産の時代

的な安定性が，人口変動要因を加味したとしても極めて頑健な知見であることを示唆して

いるのである．とはいえ，親との離死別や再婚を経験する子どもがさらに増加することが

見込まれる中で（稲葉 2012），階層再生産の趨勢に変化の兆しが見られるのか，今後さら

に注視する必要がある．

最後に，本稿に残された検討すべき点について言及しておきたい．まず，社会階層およ

び地位達成指標の測定である．本稿では，出身階層を表す指標として母親の最終学歴を用

いたが，階層研究で最も利用されている父親（夫）の階層的地位を用いた再検証が求めら

れる12）．教育達成のみならず，到達階層として職業や所得（富）に着目した場合には世代

間の機会不平等の趨勢が異なる様相を呈する可能性も否定できない（Bernerdiand

Boertien2017b）．また，本稿の分析は使用データの制約上，親世代（調査対象者）の婚

姻歴を全て網羅しておらず，検証可能であったのは初婚から離死別へという一部の家族移

行の影響力に限定されたことも留意すべき点である．

これらの課題はあるものの，本稿は第二の人口転換と密接に関連する家族形成行動の変

化が社会の格差・不平等構造のあり方に及ぼす影響を精緻な統計モデルをもとに検討した．

その点で，本稿の分析は人口研究と社会階層研究の接合を試みたものともいえる．世代間

で階層的地位が継承されるメカニズムを家族システムの内部から検討するうえで，人口学

的視点からの実証研究は極めて有効であり，その発展が待たれる．

（2021年7月22日査読終了）

付記

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所一般会計プロジェクト「全国家庭動向調査」の研究成

果である．統計法第32条の規定に基づき，第5回・第6回「全国家庭動向調査」の調査票情報を二

次利用申請した．また本研究は，文部科学研究費助成事業（研究活動スタート支援）「ひとり親世

帯の階層状況と就労・世代間再生産に関する社会学的研究」（研究代表者：斉藤知洋，課題番号

18H05721,19K20918）による助成を受けた．

最後に，本論文の改稿にあたり匿名の査読者から大変有益なコメントを賜った．ここに記して謝

意を表したい．
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12）使用データは離死別女性（回答者）に対して前配偶者（元夫）の最終学歴を尋ねているが，その多くが無回

答であり分析に用いることを断念した．



参照文献

荒牧草平（2000）「教育機会の格差は縮小したか―教育環境の変化と出身階層間格差―」近藤博之編著『日本の

階層システム3戦後日本の教育社会』東京大学出版会，pp.15-35.

石田浩・三輪哲（2009）「階層移動から見た日本社会―長期的趨勢と国際比較―」『社会学評論』第59巻第4号，

pp.648-662.

稲葉昭英（2011）「ひとり親家庭における子どもの教育達成」佐藤嘉倫・尾嶋史章編著『現代の階層社会1格差

と多様性』東京大学出版会，pp.239-252.

稲葉昭英（2012）「家族の変動と社会階層移動」『三田社会学』第17巻，pp.28-42.

稲葉昭英（2016）「離婚と子ども」稲葉昭英・保田時男・田渕六郎・田中重人編著『日本の家族1999-2009―全国

家族調査［NFRJ］による計量社会学―』東京大学出版会，pp.129-144.

加藤彰彦（2005）「離婚の要因―家族構造・社会階層・経済成長―」熊谷苑子・大久保孝治編著『コーホート比

較による戦後日本の家族変動の研究 全国調査「戦後日本の家族の歩み」（NFRJ-S01）報告書No.2』，

pp.77-90.

林雄亮・余田翔平（2014）「離婚行動と社会階層との関係に関する実証的研究」『季刊家計経済研究』第101号，

pp.51-62.

藤原千沙（2005）「ひとり親の就業と階層性」『社会政策学会誌』第13号，pp.161-175.

余田翔平（2012）「子ども期の家族構造と教育達成格差―二人親世帯／母子世帯／父子世帯の比較―」『家族社会

学研究』第24巻第1号，pp.60-71.

余田翔平（2018）「SSM2015の子ども情報の代表性」荒牧草平編著『2015年SSM調査報告書2 人口・家族』

（2015年SSM調査研究会），pp.1-11.

余田翔平（2021）「出生力と学歴再生産」中村高康・三輪哲・石田浩編著『少子高齢社会の階層構造1人生初期

の階層構造』東京大学出版会，pp.225-239.

Amato,P.R.,A.Booth,S.M.McHale,andJ.VanHook,J.(eds.)(2015)FamiliesinanEraofIncreasing

Inequality:DivergingDestinies,NewYork:Springer.

Albertini,M.andJ.Dronkers(2009)"EffectsofDivorceonChildren'sEducationalAttainmentina

MediterraneanandCatholicSociety,"EuropeanSocieties,Vol.11,No.1,pp.137-159.

Augustine,M.J.(2014)"MaternalEducationandtheUnequalSignificanceofFamilyStructurefor

Children'sEarlyAchievement,"SocialForces,Vol.93,No.2,pp.687-718.

Bernardi,F.andD.Boertien(2017a)"Non-IntactFamiliesandDivergingEducationalDestinies:A

DecompositionAnalysisforGermany,Italy,theUnitedKingdomandtheUnitedStates,"Social

ScienceResearch,Vol.63,pp.181-191.

Bernardi,F.andD.Boertien(2017b)"ExplainingConflictingResultsinResearchontheHeterogeneous

EffectsofParentalSeparationonChildren'sEducationalAttainmentAccordingtoSocial

Background,"EuropeanJournalofDemography,Vol.33,No.2,pp.243-266.

Biblarz,T.J.andA.E.Raftery(1999)"FamilyStructure,EducationalAttainment,andSocioeconomic

Success:Rethinkingthe'PathologyandMatriarchy',"AmericanJournalofSociology,Vol.105,No.2,

pp.321-365.

Coleman,J.S.(1988)"SocialCapitalintheCreationofHumanCapital,"AmericanJournalofSociology,

Vol.94,pp.S95-S120.

Erikson,R.andJ.H.Goldthorpe(1992)TheConstantFlux:AStudyofClassMobilityinIndustrial

Societies,Oxford:ClarendonPress.

Gr�atz,M.(2015)"WhenGrowingUpWithoutaParentDoesNotHurt:ParentalSeparationandthe

theCompensatoryEffectofSocialOrigin,"EuropeanSociologicalReview,Vol.31,No.5,pp.546-557.

Gr�atz,M.(2017)"DoesSeparationReallyLeadFathersandMotherstobeLessInvolvedintheir

Children'sLives?,"EuropeanSociologicalReview,Vol.33,No.4,pp.551-562.

Jonsson,J.O.andM.G�ahler(1997)"FamilyDissolution,FamilyReconstitution,andChildren's

―256―



EducationalCareers:RecentEvidenceforSweden,"Demography,Vol.34,No.2:pp.277-293.

Lesthaeghe,R.(1995)"TheSecondDemographicTransitioninWesternCountries:AnInterpretation,"

Mason,K.O.,andA.-M.Jensen(eds.),GenderandFamilyChangeinIndustrializedCountries,

Oxford:ClarendonPress,pp.17-62.

Mandemakers,J.J.andM.Kalmijn(2014)"DoMother'sandFather'sEducationConditiontheImpactof

ParentalDivorceonChildWell-being?,"SocialScienceResearch,Vol.44,pp.187-199.

Martin,M.A.(2012)"FamilyStructureandtheIntergenerationalTransmissionofEducational

Advantage,"SocialScienceResearch,Vol.41,No.1,pp.33-47.

McLanahan,S.(2004)"DivergingDestinies:HowChildrenAreFaringundertheSecondDemographic

Transition,"Demography,Vol.41,No.4,pp.607-627.

McLanahan,S.andC.Percheski(2008)"FamilyStructureandtheReproductionofInequalities,"

AnnualReviewofSociology,Vol.34,pp.257-276.

Raymo,J.M.,M.Iwasawa,andL.Bampass(2004)"MaritalDissolutioninJapan:RecentTrendsand

Patterns,"DemographicResearch,Vol.11,pp.395-419.

Raymo,J.M.,andM.Iwasawa(2017)DivergingDestinies:TheJapaneseCase,Singapore:Springer.

Shavit,Y.,andH.-P.Blossfeld(eds.)(1993)PersistentInequality:ChangingEducationalAttainmentin

ThirteenCountries,Boulder:WestviewPress.

Song,X.andR.D.Mare(2015)"ProspectiveVersusRetrospectiveApproachtotheStudyof

IntergenerationalSocialMobility,"SociologicalMethodsandResearch,Vol.44,No.4,pp.555-584.

Tach,L.(2015)"SocialMobilityinanEraofFamilyInstabilityandComplexity,"TheAnnalsofthe

AmericanAcademyofPoliticalandSocialScience,Vol.657,pp.83-96.

vandeKaa,D.J.(1987)"Europe'sSecondDemographicTransition,"PopulationBulletin[Population

ReferenceBureau],Vol.42,No.1,pp.1-59.

Western,B.,D.Bloome,andC.Percheski(2008)"InequalityamongAmericanFamilieswithChildren,

1975to2005,"AmericanSociologicalReview,Vol.73,No.6,pp.903-920.

Yun,M.-S.(2004)"DecomposingDifferencesintheFirstMoment,"EconomicsLetters,Vol.82,No.2,

pp.275-280.

―257―



―258―

ParentalSeparationandChildren'sOpportunityforEducationinJapan:
FocusontheEffectsofDemographicChangeson
IntergenerationalReproductionofSocialInequality

SAITOTomohiro

Inthisarticle,weexaminethe"divergingdestinies"thesisderivedfrom thesecond

demographictransitiontheory,whichpredictsthereinforcementofintergenerationalreproduction

ofinequalityaccordingtosocial-economicbackground.Thedivergingdestiniesthesispositsthat

theexperienceoffamilyinstabilityortransition,suchasdivorce,earlychildbearing,and

cohabitation,hasbeenconcentratedamongsocio-economicallydisadvantagedfamilies,and

growingupinnon-intactfamiliesrestrictsanindividual'schancesofsocio-economicattainment.

However,therehavebeenfewresearchesthathavetestedwhether,asthedivergingdestiniesthesis

predicts,suchdemographicandfamilialchangesarefactorsamplifyinginequalityofsocio-

economicopportunityincontemporaryJapanesesociety.

Weusemicro-leveldatasetsofthe5thand6thNationalSurveyonFamilyinJapantoexamine

therelationshipbetweenthegrowingproportionofnon-intactfamilyandinequalityofchildren's

educationalattainmentbetweensocialclasses.MultilevelmodelandBlinder-Oaxacadecomposi-

tionapproachrevealedthreemainfindings:(1)childrenwhoexperiencedparentalseparationare

lesslikelytoattaintertiaryeducationthandotheircounterparts;however,(2)theeducational

attainmentofchildrenwithhighlyeducatedmothersaresignificantlynegativelyinfluencedbythe

experienceofparentaldivorce;and(3)thesedifferentialeffectsofparentalseparationoffsetthe

positiveinfluenceofclassdivergenceinfamilyformationontheintergenerationalreproductionof

inequality.

Inconclusion,thesefindingsdonotsupportthedivergingdestiniesthesis,andrather,confirm

thestabilityoftrendsininequalityofeducationalopportunity,asrepeatedlyshowninsocial

stratificationresearch.

Keywords:seconddemographictransition,divergingdestiniesthesis,educationalattainment,

intergenerationalreproductionofinequality


